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子育て世帯向け地域優良賃貸住宅 
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横浜市建築局住宅部住宅再生課 
  



１  制度の目的 
横浜市では、「地域優良賃貸住宅制度要綱」（平成 19 年３月 28 日国住備第 160 号住宅局長通知）に基づく制度

として、民間土地所有者等を事業主体とし、子育て世帯が低廉な家賃で安心して入居できるような良好な居住環境を 

備えた賃貸住宅を公的賃貸住宅として供給することを目的として、「横浜市子育て世帯向け地域優良賃貸住宅制度要 

綱」等を定め、平成 24 年度から、横浜市子育て世帯向け地域優良賃貸住宅を実施しています。 
 

２  供給計画の認定等 
「供給計画」の申請にあたっては、あらかじめ指定された期間に「事業計画」を提出し、横浜市から選定を受け

る必要があります。選定された「事業計画」について「供給計画」を提出し、横浜市から認定を受けることにより、

家賃の減額に要する費用の助成（国及び横浜市）を受けることができます。ただし、申請等はすべて、管理業務者

（横浜市が指定した特定管理法人）を経由して行うこととなりますので、住宅の管理を行っているものが、管理業

務者で ない場合は、住宅の管理を既存の管理業務者とするか、又は、新たに横浜市に申請し指定を受けた法人が管

理業務者 となる必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（※）管理業務者とは、賃貸住宅の管理を行うために必要な資力及び信用並びにこれを的確に行うために必要な 
能力を有するもので、横浜市長が定める基準に該当する法人です。管理業務者は住戸の管理の他、住宅共用 
部の維持運営も行います。 

 
 
３  事業の流れ（２7年度の募集は住宅の認定状況により複数回予定しています） 
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４  認定する住宅の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※  詳細は、「横浜市子育て世帯向け地域優良賃貸住宅認定基準」及び「地域優良賃貸住宅整備基準（平成 19 年３月 
28 日国住備第 164 号住宅局長通知）」などで御確認ください。 

 

住 宅 の 管 理 方 法 

管理業務者による「管理受託型」、「借上型」、又は「直接管理型」 

管 理 業 務 者 ・横浜市優良賃貸住宅特定管理法人 
・横浜市子育て世帯向け地域優良賃貸住宅特定管理法人 

管 理 期 間 原則 10 年間   （最大 16 年間） 

入 居 対 象 者 

・小学生以下の子どもがいる又は満18歳未満の子どもが３人以上いる又は妊婦がいる世帯。 
 但し、妊婦のみ（該当の子どもがいない）の場合は、家賃減額助成はありません。 
・収入計算後の世帯月収額が 214,000 円以下。 
・持家不可。 
・市内在住又は在勤の方。但し、空き家募集における入居の場合は、2 親等以内の親族が市内
に在住している場合も対象となります。 

（※）入居者の選定にあたっては、公募・抽選により決定します。 

家賃及び入居者負担額 ・家賃は、120,000円以下かつ近傍同種の住宅の家賃程度。 
・入居者負担額（入居者が実際に支払う家賃）は、入居世帯の所得に応じた額となります。 

助 成 内 容 

住宅整備助成 整備費の助成はありません。 

家賃減額助成 

住宅の家賃と入居者負担額（入居世帯の所得等によって定められます。）の
差額   ※助成期間：６年/世帯、助成額の上限：４万円/月 
【収入計算後の世帯月収別家賃補助率】 

123,000 円以下    補助率 40％ 
123,001～214,000 円  補助率 25％ 

※管理開始から10 年以内に入居した世帯の家賃助成期間は最長６年間と 
することができます。（管理期間内に限る） 

店舗 病院 

駅 

子育て りぶいん 

住宅環境 

・徒歩で概ね 20 分以内に小児科があること 
・小学校、日用品等の販売を行う店舗等及び子どもが遊べる
公園（公共施設も可）が概ね１㎞以内にあること。 

・店舗等との併存住宅である場合、住居以外の部分は安全及
び衛生上又は生活環境を維持する上で悪影響を及ぼす恐れ
のないこと。 

交通 

最寄りの鉄道駅から徒歩で概ね 20 分以内（バス 交通
等でこれと同等の利便が確保されている圏内 を含む）
にあること。 

敷地 

住居系または商業系の用途地
域にあること 
（準工業地域内でも良好な居
住環境であれば可能。） 

住宅の管理状態 

事業主の責任において、住棟全体の
適切な 管理が図られていること。 

住宅戸数 

１戸以上。 

１戸あたりの床面積 

30 ㎡以上 75 ㎡以下であること。 

住宅の構造、仕様 

・住宅の構造は耐火構造（ＲＣ造・ＳＲＣ造）の 
共同住宅・長屋建て住宅（重層長屋を除く）又
は準耐火構造の長屋建て住宅（重層長屋を除
く）であること。 

・転落防止などの危険防止対策を講じていること。 
 



５  事業者の募集 
各年度の事業者募集要項等に基づき事業計画書を提出していただき、応募のあった住宅の中から、募集戸数を目安 

に選定した後、認定します。 
 
 

６  管理業務者（横浜市が指定した特定管理法人）の指定 

申請する住宅を管理する者が、管理業務者でない場合、住宅の管理を既存の管理業務者に変更するか、又は、新 

たに横浜市の指定を受けた法人を住宅の管理を行う管理業務者とする必要があります。新たに、管理業務者として指 
定を受けようとする場合は、横浜市が指定した期間内に申請書を提出し、横浜市の指定を受けてください。ただし、 

管理業務者の指定には一定の基準があり、横浜市の審査がありますので、申請した法人が管理業務者に指定 されな

い場合があります。 
 
 

７  入居者の募集  
入居者募集をする際のしおり（制度内容、申込方法、申込書等）は横浜市が作成し、建築局住宅再生課・市民情

報 センター・区役所・主要駅の行政サービスコーナーで配布しますが、その他の広報に関しては、各管理業務者で
行っ てください。 
また、しおりを配布する時は、「広報よこはま」に掲載する予定です。 

 
 

８  相談・申込先  

横浜市子育て世帯向け地域優良賃貸住宅については、住宅の管理に関することをはじめ、事業計画の事前相談、
各 種申請についての連絡調整等は、管理業務者が行うこととなります。 

 
 

（参考資料）平成２7年4月末までの認定状況 
鶴 見 区 １１戸 神 奈 川 区 ２戸 西 区 ０戸 

中 区 ０戸 南 区 ０戸 港 南 区 １１戸 

保 土 ケ 谷 区 １２戸 旭 区 １戸 磯 子 区 １戸 

金 沢 区 ３７戸 港 北 区 ０戸 緑 区 ２８戸 

青 葉 区 ６戸 都 筑 区 ３０戸 戸 塚 区 ３３戸 

栄 区 １戸 泉 区 １０戸 瀬 谷 区 ０戸 

計１８３戸 
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